
「地域キャリア教育支援協議会設置促進事業」実施報告書

１．実施主体
本事業を受託
し、協議会の核
となる自治体、も
しくは経済団体
等名

仙台市教育委員会　学びの連携推進室

２．現状及び課題

地域内でのキャ
リア教育に関す
る現状

本市では，小学校から高等学校までの発達段階に即して，児童生徒が自ら学ぶ意欲を
もち，人や社会との関わりを大切にしながら，将来の社会的・職業的自立に必要な態度
や能力を育む仙台版キャリア教育「仙台自分づくり教育」を平成20年度から推進してい
る。
発達段階に応じた生き方教育を推進するための事業として，「たく生きプログラム」（自分
づくり教育の授業プラン）の小中学校での実践，「自分づくり教育研究会」（学識経験者，
企業関係者による協議体）の設置，「楽学プロジェクト」（夏休み期間に小中学生に様々
な職業分野の方の話を聞く機会の提供）を行っている。
また，地域や社会とかかわる体験活動を充実させるための事業としては，「自分づくり夢
教室」（社会人特別講師を小学校に派遣），中学生による3日間以上の職場体験活動，子
ども体験プラザ，高校では，インターンシップの実施や外部講師を招聘してのキャリアセ
ミナーの実施，更に専門高校では授業で身に付けた技術・技能・資格などを生かしたボ
ランティア活動や小学校への出前授業などを実施している。

地域内でのキャ
リア教育に関す
る課題

中学生の職場体験活動においては，生徒が活動する場となる事業所の確保が大切であ
るが，必要数を確保することに苦労している学校が多い。特に生徒数が多かったり，住
宅地など周辺に事業所が限られたりしている学校は，事業所の確保が難しいものとなっ
ている。そのような学校と事業所とのマッチングが本市におけるキャリア教育の大きな課
題となっている。
また，インターンシップの日数を増やし，その充実を図りたいが，受け入れている企業の
負担が大きいという意見もあり，更に多くの企業に協力をお願いしていく必要がある。

３．委託内容に対する取組
（１）学校におけるキャリア教育に対する支援を目的として、地域の関係者が参画する会議体の設置及び
運営

地域の推進体制
（図などを用いて
地域全体の体制
が分かるように
示すこと）

様式５－１

仙台自分づくり教育研究会(既設)
会長 山口哲男 委員計７名（学識者，企業関係者）
仙台自分づくり教育事業全般に対しご意見をいただ
き，施策の推進にいかす

仙台自分づくり教育
調査研究部会(既設)
座長 菊地武剋 委
員計4名（学校関係
者）職場体験活動に
係る生徒，保護者，
受入事業所対象アン
ケートならびに卒業
生対象のアンケート
結果を分析し，職場
体験活動の推進にい
かす

職場体験活動推進協議会
商工会等からの派遣委員計8名
職場体験活動における学校と事業所と
のマッチングを図るために，必要な事
柄について協議する

職場体験活動事業所相談窓口
・商工会等の担当者と市教委職場体験
活動ﾃﾞｨﾚｸﾀｰが中心となり運用
・学校からの要望に応じ，職場体験受
入事業所を紹介する

仙台自分づくり教育
応援団（既設）
自分づくり教育に賛
同する一般市民によ
る応援組織。自分づ
くり教育の周知や啓
発などの活動にでき
る範囲で協力する。
（現在約3,600人）



役割
職場体験推進協議会委員
職場体験推進協議会委員
職場体験推進協議会委員
職場体験推進協議会委員
職場体験推進協議会委員
職場体験推進協議会委員

仙台商工会議所
協同組合日専連仙台
みやぎ仙台商工会
宮城県中小企業家同友会

（２）学校の教育活動に対して行われる、社会人講師の派遣や企業等が作成する一定の教育コンテンツ
の提供などによる支援の促進
　①支援を提案する支援提供者を開拓すること

一般市民が，自分づくり教育の周知や啓発などの活動にできる範囲で協力する「仙台自分づくり教育応援
団」への参加を市WEBページや市政だより，facebookページなどを通じて呼びかけたことにより，新たに職
業講話への協力や職場体験受け入れの申し出が増加した。

　①インターンシップ等の実施場所として児童生徒の受入れを提案する支援提供者を開拓すること。

　商工会等の事務担当者からなる「職場体験推進協議会」にて，事業所組合など，職場を紹介・斡旋してく
れる組織について広く情報提供をいただき，各学校に提供した。
　昨年度末に，職場体験活動の趣旨や職種ごとの受け入れ内容や受入事業所一覧を掲載した「職場体験
パンフレット」を１５，０００部作成し，４月に事業所組合等の総会などで広く配布し，企業の社会貢献一手段
としてのPRや一般市民への啓発活動に活用していただいた。

　②支援に関する提案を学校に提示すること。

　社会人講師による職業講話の実践例等を記載した，キャリア教育推進のための教師用手引き「仙台自分
づくり教育推進の手引き」を市教委のイントラネットで配信し，活用を促した。また，同手引きの改訂（平成
28年度）版を作成し，最新事例や学校での取り組み事例を掲載することにより，自分づくり教育について啓
発を行った。

　③個々の学校のニーズを把握し、そのニーズに応じて支援提供者による提案を紹介すること（マッチン
グ）。

小学校に社会人講師を派遣し，講師自身の体験を基に，児童が今学校で学んでいることが，将来の夢の
実現や大人として生活していく上で大切であることを伝える「自分づくり夢教室」を開催した。プロスポーツ
選手やアナウンサーなど，地元で活躍している方を中心に，６５名の方々が８６校で講話を行った。

（３）学校の教育活動として校外で実施される職場見学、職場体験活動及びインターンシップ等に対する
支援の促進

仙台青年会議所

協議会の構成

団体名
宮城県中小企業団体中央会

目標

　中学校における職場体験活動の，事業所の確保についての現状を把握し，学校と事
業所とのマッチングを図るための具体的な方策や，事業所に生徒受入を喚起する配布
物等について協議し，この活動を円滑に進めるためのシステムづくりを行う。さらに市立
高校や仙台青陵中等教育学校など，普通科におけるインターンシップの推進についても
協議する。

方針

　学校と事業所とのマッチングを円滑に進めるために，「職場体験（インターンシップ含
む，以下同じ）事業所相談窓口」の効果的な運用の在り方，今年度の職場体験の様子や
受入企業を紹介した「職場体験パンフレット」の効果的な活用方法とその検証，職場体験
活動の目的や育てたい力等を事業所に理解してもらうための方策等について検討する。

事業の自立的か
つ発展的な運営
体制

　仙台市教育委員会学びの連携推進室が事務局となり，各商工会との連携を継続して
いく。協議会については，一定の成果が得られた段階で継続の有無について精査する。

仙台市教委 学びの連携推進室
・自分づくり教育全般に関わる事業を所管
・学校への支援を円滑にするために，
職場体験活動ﾃﾞｨﾚｸﾀｰ（嘱託職員）を配置

仙台市教委 生涯学習課
・夏休み期間に小中学生に様々な
職業分野の方の話を聞く機会を提
供する，「楽学プロジェクト」を所管

連携

運用



実施時期
4月
5月
6月25日
7月20日 職場体験活動事業所相談窓口開設
8月下旬～11月
12月～1月
2月26日

○「職場体験活動事業所相談窓口」を設置し，学校からの求めに応じて事業所を紹介し
てもらうシステムを構築した。6月に福祉施設の紹介を各学校にできたこと，各学校が従
来のつながりとパンフレットを活用して受け入れ先の開拓を進めたことなどもあり，今年
度は窓口を経由してのマッチングはほとんどなかった。教職員対象のアンケート結果で
は，事業所開拓の難しさや負担感が課題と回答したものは，前年同様であったが，「子ど
もと地域のつながりができた」と感じた割合が大幅に増加した。今後は大規模校や学区
内に事業所が少ない学校を中心に，積極的な活用を促す働きかけを進めていきたい。
○協議会に協力いただいている団体を通じて，4月に約15,000部のリーフレットを様々な
事業所に配布した。また，各学校がミニのぼりを活用して受け入れ先の開拓を進めた。
その結果、福祉関係施設や薬剤師協会から申し出があり，70事業所を各学校に紹介し
た。
ミニのぼりについては，受入事業所のカウンター等に置いていただくなど，啓発活動や社
会貢献PRに活用いただいた。
○１事業所あたりの平均受け入れ人数は，約3.2人となっている。適正な人数規模になっ
てきているが，事業所によって偏りがみられることから，職場体験活動の質の向上，事業
所の負担軽減のためにも，更に受入事業所を増やしていくことが必要である。
○社会人講師派遣事業（自分づくり夢教室）についての情報提供を学校に対して行っ
た。社会人講師による職業講話は８６校で開催され，６５名の講師を斡旋することができ
た。
○協議会とは別に，健康福祉局や建設業協会、薬剤師協会等に対して働きかけを行
い，多くの協力をいただくことができた。今後人材不足や人材育成が急務となっている業
界等に焦点を当てた働きかけをするなど，より多くの業種，業態を選択できる環境づくり
を進めたい。

５．協議会の成果と課題

※計画段階で示
していた検証方
法等を踏まえ、
客観的・具体的
に記載すること。
※成果を踏まえ
た今後の課題に
ついてもあわせ
て記載すること。

　②インターンシップ等に関する支援提供者の提案を学校に提示すること。

　市教委内に職場体験ディレクターを置き，公的機関の受け入れ先を集約し，各学校へ情報提供をすると
ともに，斡旋及び調整を行った。また，受入事業所一覧を掲載した「職場体験パンフレット」を各学校にも配
布し，支援提供者に関する情報を提供した。

　③個々の学校のニーズを把握し、そのニーズに応じて支援提供者による提案を紹介すること（マッチン
グ）。

　各学校で職場体験活動の受入事業所が見つからない場合に，民間事業所の紹介等の相談を行う「職場
体験事業所相談窓口」を設置し，学校からの相談を受け付ける体制を整えた。

（４）その他の取組

協議会とは別の取組として，行政組織内での連携をより強化した。介護事業者の人材育成が急務であるこ
とから，健康福祉局と連携し，所管する介護施設等に対して啓発と情報提供を行った。（約70か所）
また，地元建設業協会や宝飾店、薬剤師協会など，これまであまり受け入れ実績のない業種の組合等に
も積極的に働きかけを行った。

中学生職場体験活動実施（市内全中学校64校）
職場体験アンケート集約（生徒，事業所，保護者，教職員）
第2回職場体験推進協議会（今年度の実施内容の検証，改善策）

４．実施内容
実施内容

「職場体験パンフレット」の配布（各事業所組合，各学校等）
「職場体験活動事業所相談窓口」の開設・運営についての詳細検討
第１回職場体験推進協議会（相談窓口の運営，今年度の事業内容等について検討）


